
１　部の運営方針

２ 部の経営資源

（１）部の体制

人 うち 人 ・ 人 千円 千円

（２）事業規模 ※H29職員平均給与（ 千円）ベース ※予算計上額

千円 千円 （正職員人件費を除く） 事業 担当課数 5 課担当予算事業数 39歳入予算額 597,099 歳出予算額 2,663,125

行政管理部

61 46 15 人件費 327,876
臨時

嘱託職員
31,751

令和元年度 部の運営方針書

【部の使命】
 ・　防災対策・危機管理体制の充実を図るとともに、自助・共助による地域防災力を強化し、災害に強いまちづくりを進めます。
 ・　本庁舎来庁者及び職員の利用環境を整えるとともに、各課業務の法的サポート等を行い、円滑な行政サービスの提供を図ります。
 ・　職員のコンプライアンスを向上するとともに、トータル人事システム（採用・能力開発・評価・異動配置・処遇・職場環境）を確立し、職員力と組織力を強化します。
 ・　情報システムの安定稼働と業務やシステムの最適化に取り組みます。
 
【部の目標】（令和元年度の部の目標を記載し、重点的に取り組む事項とその概要について優先順に5つ程度明記）
災害に強いまちづくりを進めます。新庁舎の適切な管理、情報システムの適切な運用を行うとともに、トータル人事システムの確立による組織強化を図り、円滑で効率的な行
政サービスを提供します。
①自主防災組織育成事業
　共助の要となる自主防災組織の活動支援や研修会、ネットワーク会議等を実施することにより、自主防災組織の活動の活発化を促進し、地域防災力の強化を図ります。
②庁舎の適切な管理
　新庁舎グランドオープン後の、継続的・安定的な行政運営と市民利用の確保に努めるとともに、適切な維持管理を行います。
③公文書の適切な管理及び行政が保有する各種情報の適切な取扱いの確保
  新庁舎の省スペース化及びその他の庁舎においても同様に統一的な文書管理を実現し、公文書の適切な管理を行うとともに、市が保有する個人情報や行政情報の適切
な取扱いの確保に努めます。
④新たな会計年度任用職員制度の導入
　臨時・非常勤職員任用の適正を確保し、2020年4月からの新たな会計年度任用職員制度への円滑な導入を図ります。
⑤自治体クラウドでの基幹業務系システムの稼働
　４市１町（周南市、下松市、光市、柳井市、阿武町）による自治体クラウドでの基幹業務系システムの安定稼働と適正運用を図ります。

【働き方改革による業務改善等の取組み】
①新庁舎に本庁部局を集約し、業務関連度の高い部署を近接配置することにより、職員間の連携強化と意思疎通の迅速化を図ります。
②ＡＩやＲＰＡを活用した「働き方改革」や「スマート自治体への転換」を図るため、情報システムの管理や運用の効率化や各所管課の業務効率化に有効な事務の洗い出しを
行いつつ、導入事例の調査・研究に取り組みます。

職員数 正職員
臨時

嘱託職員
正職員

7,368



行政管理部

３ 部の中期目標 （優先順）　第２次周南市まちづくり総合計画・前期基本計画に掲げられた基本施策を実現するための推進施策

９　行政経営
　２　将来を見据えた行政経営
　　 （1）  行財政改革の推進

5
９　行政経営
　１　市政に参画できる仕組みの充実
　　⑴　 市政情報の発信・個人情報の保護の推進

行政の活動についての説明責任を果たし、市民参加による公正で開かれた市政を推進するた
め、情報公開の適切な運用に努めるとともに、市が保有する個人情報の適正な取扱いの確保に
努めます。

4

目標 実現したい成果　（最終目標）推進施策

1

2

3
公務能率の改善を図りながら中長期的視点に立った職員数を確保し、安定的な行政運営を図る
ため、採用制度の見直しを行い、有為な人材の確保に努めるとともに、人材育成基本方針（改訂
版）に基づき、計画的かつ体系的で実効性のある研修を実施します。

6
４　安心安全
　１　災害に強いまちづくりの推進
　　（5）新庁舎の建設

施設が老朽化し耐震性が低いこと、構造上の制約から完全なバリアフリーの実現が困難である
こと、面積の制約から本庁部局を集約できないことなど多くの課題を解消し、市民の皆様の安心
安全の確保と利便性向上を図り、『「安心」と「つながり」のまちづくり拠点』となる新庁舎の実現を
図ります。

４　安心安全
  １　災害に強いまちづくりの推進
　　(2)　防災対策の充実

【防災情報収集伝達システム管理運営事業・防災資機材整備事業・ハザードマップ整備事業】
　公助として、安全性・速報性・正確性・一斉性を備えた防災情報収集伝達システムの適正な運
用を進めていくとともに、非常時に備えた備蓄品・防災資機材を計画的に整備するなど、防災対
策・危機管理体制の充実化を図ります。
　住民への災害時の危険箇所や避難所等の情報を提供するために、洪水ハザードマップを改訂
し、防災意識の向上を図ります。

４　安心安全
  １　災害に強いまちづくりの推進
　　 (1)　地域防災力の強化

【自主防災育成事業・避難行動要支援事業・防災アドバイザー派遣事業・防災ラジオ普及事業】
　自助・共助による地域防災力の強化を図るため、防災アドバイザーの派遣や出前トーク・研修
会等を実施するなど、市民の防災に関する意識啓発と自主防災組織の活動の支援を行うととも
に、災害時に避難行動要支援者を地域ぐるみで支援する体制づくりを進めます。
　防災ラジオの普及を図り防災情報の伝達手段を多重化することにより、市民の迅速な緊急情
報の入手と適切な避難行動につなげます。

９　行政経営
　２　将来を見据えた行政経営
　　（3）　情報セキュリティの確保

　基幹業務系及び内部情報系の各システムのクラウド化により、情報セキュリティを確保したうえ
で、コスト削減・職員負担の軽減・市民サービス向上・事務効率化・災害時の業務継続性の強化
を図ります。
　また、端末機器の更新により、システムの安定稼働・セキュリティの確保に努めます。


